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事 務 連 絡  

平成 28年３月15日  

 

 

 都道府県・政令指定都市 総務担当部（局）長 殿 

             消費者行政担当部（局）長 殿 

 

              

 

消 費 者 庁 消 費 者 政 策 課 長 

消 費 者 庁 消 費 者 教 育 ・ 地 方 協 力 課 長 

 

 

 

消費生活以外の相談窓口と消費生活相談窓口との連携について 

 

 

平素より消費者行政の推進に御理解・御尽力をいただき、誠にありがとうござ

います。 

 消費者行政において、実際に消費が行われ、様々な問題が発生する現場に近い

地方公共団体における体制整備は、大きな課題となっています。 

このような中、平成27年３月に策定された消費者基本計画（平成27年３月24日

閣議決定）及び消費者基本計画工程表（平成27年３月24日消費者政策会議決定）

において、消費生活以外の相談窓口に寄せられた消費生活に関する相談につい

て、どの相談窓口からでも消費生活相談窓口（※）を案内できるよう取組を進め

ることとされました（資料１）。 

（※）消費生活相談窓口では、消費者からの消費生活相談（製品・食品やサービスによ

る事故、虚偽広告などの不適切な表示、悪質商法、訪問販売・通信販売等のトラブ

ル等に関する相談）に対応し、相談者への助言や事業者に対するあっせんを行うと

ともに、都道府県の担当部局との情報共有やその他適切な機関・部署の紹介等を行

っています（資料２）。 

本計画における施策の趣旨を踏まえ、消費生活相談が消費生活以外の相談窓口

に寄せられた場合は、円滑に消費生活相談窓口を案内できるよう、貴組織内にお

ける連携体制の構築をお願いいたします。 

消費生活センター等の消費生活に関する身近な相談窓口を案内する「消費者ホ

ットライン」については、平成27年７月から３桁の電話番号188での運用を開始し



ていますので、併せて貴組織内での周知をお願いいたします（資料３）。 

 なお、消費生活相談窓口に寄せられた相談について、その内容に応じ、他の適

切な窓口を案内することが必要な場合がありますが、貴組織内における連携体制

の構築に当たっては、その点についても配慮いただくようお願いいたします。 

 また、都道府県におかれましては、本事務連絡の内容について、管内の市町村

（政令指定都市を除く。）への周知をお願いいたします。 

 

  

 （資料１）消費者基本計画及び消費者基本計画工程表の抜粋 

 （資料２）消費生活相談のしくみ 

 （資料３）消費者ホットライン周知用チラシ（※） 

  （※）消費者庁のウェブサイトに掲載しており、貴組織内及び住民向けの周知に活用

いただくことができます。 

     http://www.caa.go.jp/region/shohisha_hotline.html 

 

 

【本件連絡先】 

  消費者庁消費者政策課 

小野 satoshi.ono@caa.go.jp 

加藤 takashi.kato@caa.go.jp 

   電話：03-3507-9197 



 

○ 消費者基本計画（平成27年３月24日閣議決定） 抜粋 

第４章 ５年間で取り組むべき施策の内容 

６ 国や地方の消費者行政の体制整備 

（２）地方における体制整備 

（前略） 

さらに、消費者が円滑に消費生活相談を受けられるように、近くの消費生活

相談窓口を紹介する「消費者ホットライン」の３桁化（平成27年夏から「１８

８」の番号で運用開始予定）を実施し、新しい３桁の番号を周知することによ

り相談窓口の認知度の向上と活用の促進を図るとともに、土日祝日における消

費生活相談体制の整備を含め、大幅な増加が見込まれる消費生活相談への適切

な対応を支援する。加えて、消費生活以外の相談窓口に寄せられた消費生活に

関する相談の円滑な誘導を推進する。 

（後略） 

  

○ 消費者基本計画工程表（平成30年７月22日消費者政策会議決定） 抜粋 

６ 国や地方の消費者行政の体制整備  

（２）地方における体制整備 

⑥ 消費生活以外の相談窓口に寄せられた消費生活に関する相談の誘導  

労働相談など消費生活以外の相談窓口に寄せられた消費生活に関す

る相談について、どの相談窓口からでも消費生活相談窓口を案内できる

よう取組を進める。【消費者庁、関係省庁等】 

 

 

※１「消費者基本計画」とは、消費者基本法（昭和 43 年法律第 78 号）第９条の規

定に基づき、政府が消費者政策の計画的な推進を図るため、 

 ①長期的に講ずべき消費者政策の大綱 

 ②消費者政策の計画的な推進を図るために必要な事項 

について定めた消費者政策の推進に関する基本的な計画です。 

 第３期の消費者基本計画は、平成 27 年３月 24 日に閣議決定され、平成 27 年度

から平成 31 年度までの５年間を対象としています。 

  ※２「工程表」とは、消費者基本計画に基づいて関係府省庁等が講ずべき具体的施

策について、本計画の対象期間中の取組予定を示したものです。 

資料１ 

平成 30 年７月 22 日時点 
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